
○飯田市太陽熱温水器設置補助金交付要綱 

平成23年７月１日 

告示第91号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、太陽熱温水器を普及させることにより、地域の自然エネルギーの有効利用

及びその普及を促進し、もって地球温暖化防止に資するため、飯田市の区域に存する建物の屋

根等に太陽熱温水器を設置した者に対し、その設置に要した費用を補助する飯田市太陽熱温水

器設置補助金を交付することについて、補助金等交付規則（昭和45年飯田市規則第31号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この要綱において用いる用語の意義は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) 太陽熱温水器 建物の屋根等に設置され、太陽光エネルギーを集熱器により吸収して温水

を作り、建物に給湯する機器をいう。 

(2) 対象者 市長が指定する期間において、太陽熱温水器を飯田市内に存する建物の屋根等当

該温水器の設置に適した場所に設置した者をいう。 

（補助金の交付） 

第３条 市長は、対象者に、予算の範囲内で飯田市太陽熱温水器設置補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付する。 

２ 補助金の交付は、一の対象者の太陽熱温水器の設置に対し、１回に限る。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者にはこの要綱の規定による補助金を交付しない。 

(1) 平成19年度において、飯田市環境協議会が定める飯田市住宅用太陽熱温水器設置補助金交

付要綱の規定に基づき、この要綱と同様の趣旨による金員の交付を受けた者 

(2) 平成20年度から平成22年度までの間において、飯田地球温暖化対策地域協議会が定める飯

田市住宅用太陽熱温水器設置奨励金交付要綱の規定に基づき、この要綱と同様の趣旨による

金員の交付を受けた者 

(3) 既に補助金の交付を受けた者（この告示による改正前の飯田市住宅用太陽熱温水器設置奨

励金交付要綱に基づき飯田市住宅用太陽熱温水器設置奨励金の交付を受けた者を含む。） 

(4) 納付すべき市税を納付していない者（納付すべき市税を納付していることを市長が定める

方法により確認することができなかった場合において、市税の滞納がないことを証明する書

類として市長が定めるものを市長が定める期間内に提出しなかったものを含む。） 

４ 第２項及び前項第１号から第３号までの規定にかかわらず、特に市長が必要と認めた場合は、

補助金を交付することができる。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、太陽熱温水器の設置に要した費用（設置に係る工事費並びにそれらに係

る消費税及び地方消費税相当額を含む。）の総額（以下この項において「費用総額」という。）

の５分の１の額とする。ただし、対象者が、この補助金以外にこの要綱と同様の趣旨による金

員の交付を飯田市以外から受けた場合には、費用総額から補助金以外の交付を受けた金員の額

を差し引いた額の５分の１の額とする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数額が生じた場合は、当該端数額を切

り捨てた額を補助金の額とする。 

３ 前２項の規定により算出した補助金の額が３万円を超えたときは、３万円を補助金の額とす

る。 

（交付申請） 



第５条 規則第３条に規定する申請は、補助金の交付を受けようとする者（以下この条及び次条

において「申請者」という。）が、飯田市太陽熱温水器設置補助金交付申請書（以下「申請書」

という。）に、市長が必要と認める書類（以下「附属書類」という。）を添付し、市長に提出

する方法による。 

２ 前項の規定による申請書及び附属書類の提出（以下次項及び次条において「申請書等の提出」

という。）は、市長に持参して行わなければならない。 

３ 申請書等の提出を市長が受け付ける期間は、毎年、市長が定める。 

４ 申請書は、市税の納税の状況調査の同意書を兼ねるものとする。 

５ 申請書の様式は、市長が別に定める。 

（受付及び交付の決定） 

第６条 市長は、申請書等の提出があった場合は、これを受け付け、申請者に受け付けたことを

証明する書類を発行する。 

２ 市長は、前項の規定により受け付けた申請書及び附属書類の内容を審査し、補助金の交付を

行うか否かを決定する。 

（申請内容の変更） 

第７条 前条第２項の規定による補助金の交付を行う旨の決定（以下「交付決定」という。）を

受けた者が、交付決定を受けた後に、申請書及び附属書類の内容に変更が生じた場合は、書面

により申し出て、市長の承認を受けなければならない。 

（設置状況の確認） 

第８条 市長は、補助事業を適正に執行するために必要と認めるときは、太陽熱温水器の設置の

状況を確認する。 

（実績報告） 

第９条 申請書は、規則第12条に規定する実績報告書を兼ねる。 

（額の確定の通知） 

第10条 交付決定をした場合の通知は、規則第13条の規定による通知を兼ねるものとする。 

（補助金の請求） 

第11条 申請書は、補助金の交付の請求書を兼ねるものとする。 

（補助金の支払） 

第12条 市長は、交付決定をしたときは、申請書に記載された指定の金融機関の口座に振り込む

ことにより、補助金を支払うものとする。 

（補助金交付の取消し） 

第13条 市長は、補助金の交付を受けた者が規則第15条の規定に該当したときは、補助金の交付

の全部又は一部を取り消す。 

（補助金の返還） 

第14条 市長は、前条の規定により補助金の交付を取り消したときは、当該取消しに係る部分に

関し、既に交付されている補助金の返還を命ずる。 

２ 前項の規定により既に交付された補助金の返還を命じられた者は、市長にこれを返還しなけ

ればならない。 

（補則） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定める。 

前 文（抄）（平成24年６月29日告示第71号） 

平成24年度の事業から適用する 

前 文（抄）（令和３年４月８日告示第68号） 



令和３年度の事業から適用する 

  前 文（抄）（令和４年６月30日告示第114号） 

令和４年度の事業から適用する 

  前 文（抄）（令和７年７月11日告示第159号） 

令和７年度の事業から適用する 


